
【嶺北地域】

№ №

1 れいほくブランドの園芸産地の確立 1

2 ユズ産地の確立と加工拠点づくり 2

3 集落営農で元気な地域づくり 3

4 米粉を活用したビジネスの展開

5 米のブランド化による稲作農業の展開 　 4

平成23年度　地域アクションプラン・項目（改定案）

現在 改定案

れいほくブランドの園芸産地の維持

ユズ産地の確立と加工・販売の促進

集落営農で元気な地域づくり

米のブランド化による稲作農業の展開

6 ㈱大豊ゆとりファームを核とする碁石茶等の地域資源を活用した産業再生への取組 　　　　統合 5

7 JA出資型法人による地域活性化の取組 6

追加 7 直販所「本山さくら市」を核とした地域活性化の取組

8 肉用牛飼育の競争力の確保による肉用牛産業の再興 8

9 大川黒牛の再興による地域の活性化 　 9

10 土佐はちきん地鶏を活用した新しい産業の展開 　　　　統合

11 間伐推進と木材増産による林業振興 10

12 「れいほくスケルトン」の性能向上及び販売促進 11

JA出資型法人を核とする地域活性化の取組

土佐あかうしの競争力の確保による肉用牛産業の再興

土佐はちきん地鶏・大川黒牛を活用した畜産業の活性化

  （株）大豊ゆとりファームを核として地域資源の活用により地域産業を持続化させる取組

間伐推進と素材生産の拡大

れいほくスケルトン（嶺北材の邸別販売）の促進

13 県産材の地域における率先利用 12

14 木工製品の製造・販売による地域の活性化 13

15 特用林産物（シキミ、サカキ）の拠点づくり 14

16 大型製材工場の誘致による地域材の利用の促進 15

17 木質バイオマス利用拡大の取組 16

18 地域産品販売ポータルサイトによる商業展開・情報発信 17

19 土佐産直サテライトセンター（とさ千里(大阪)）の活性化による地産外商の拠点づくり 18

20 嶺北地域の連携による交流人口の拡大 19

土佐産直サテライトセンター（とさ千里(大阪)）の活性化による地産外商の促進

嶺北地域の連携による交流人口の拡大

木質バイオマス利用拡大の取組

地域産品販売ポータルサイトによる商業展開・情報発信

県産材の地域における率先利用

木工製品の製造・販売による地域の活性化

特用林産物（シキミ、サカキ）の拠点づくり

大型製材工場の設置による地域材の利用の促進

21 濁酒等を活用した地域資源との連携による地域の活性化 20

22 白髪山・工石山を活用した交流人口拡大による地域活性化の取組 21

23 早明浦ダムを活用した交流人口拡大による地域活性化の取組 22

追加 23

24 滞在型市民農園の推進による地域の活性化 24

追加 25

追加 26

追加 27

濁酒等を活用した地域資源との連携による地域の活性化

地域内高校と連携した将来の担い手育成に関する取組

白髪山・工石山を活用した交流人口拡大による地域活性化の取組

早明浦ダムを活用した交流人口拡大による地域活性化の取組

滞在型市民農園の推進による地域の活性化

棚田を活用した観光・交流人口拡大による地域活性化の取組

嶺北地域の連携による移住促進の取組

小水力発電の導入による地域活性化の取組



 

 

 

１ 嶺北地域 

 

（１） 地域の産業を取り巻く状況 

 

当地域の総人口は著しい減少傾向にあり、平成 22 年の国勢調査では 13,591 人（平成

17 年：15,036 人）となっています。また、少子化及び高齢化が急速に進行し、人口構成

は 65 歳以上の高齢者が 46.0％（平成 17 年：43.6％）を占め、生産年齢人口は 46.3％（平

成 17 年：47.7％）にとどまっています。 

基幹産業である第一次産業では、環境保全型農業の取組などの先進的な取組が進めら

れていますが、全体としては、就業者の高齢化及び後継者不足などの課題があります。 

農業は、水稲の単作経営を中心に、中山間地域の特性を生かして米ナス、シシトウな

どの園芸野菜や花き栽培が行われています。しかし、後継者不足や耕作放棄地の増加に

加え、生産コストの上昇、価格の低迷等により生産額は年々減少傾向にあります。 

畜産業では、子牛価格の低迷や飼料価格の高止まりなどにより、畜産農家は厳しい経

営状況にあります。厳しい状況でありますが、「土佐あかうし」は県内外の消費者に認め

られつつあり、また、新たな産業として取り組んでいる「土佐はちきん地鶏」の生産は

伸びてきており、ともに生産と販売体制の強化や加工品開発が求められています。 

林業では、当地域の豊富な森林資源は、他地域に比べ成熟度が高いものの、木材価格

の低迷などによって、厳しい林業経営を強いられています。その一方で、国際的な木材

の需給の状況や地球温暖化の防止等に対する森林資源への関心の高さなどを背景にした

国産材の見直しの動きや、地域への大型製材工場の進出が実現しつつあります。 

商工業は、当地域の基幹産業である農業・畜産業・林業の低迷や過疎化による購買力

の減少に加え、道路事情の変化などによる地域外への購買力の流出により、厳しい状況

が続いています。その一方で、インターネットの環境が整備され、独自のアイデアで商

品開発を行い、インターネットを活用した販売方法で成果を上げている事業体も見受け

られます。 

観光面では、豊かな自然環境に加え、様々な歴史・文化的資源を有しており、そうし

た素材を基に観光資源の磨き上げに取り組んでいるものの、観光客に対してその魅力を

十分に伝えられていないことから、交流人口の拡大に大きな効果が見られず、経済効果

にも繋がっていない状況です。こうした状況の中、地域内では、観光・交流の取組を町

村間の連携によって実施し、地域の活性化に繋げていこうとする取組が開始されていま

す。  



 

 

（２） 地域アクションプランの概要 

 

当地域では、豊かな自然環境や地域資源など、地域が共有してきた財産を新たな視点

でとらえ、“れいほく”として広域的に組み合わせて、“環境”をキーワードにした産業

の展開を図ります。併せて、各分野において人材の育成、担い手の確保が課題となって

おり、地域内での育成に加えて、 交流人口の拡大の取組や移住・定住の取組の中で、ニ

ーズに合った人材の育成や担い手の確保を図ります。 

 農業分野では、所得向上のため「れいほく八菜」などの環境保全型農業を推進すると

ともに、嶺北ブランドの確立により消費地に信頼される安全・安心な産地を築きます。

さらに、新たな販路に対応したブランド米やユズ、直販ビジネスに供給する野菜等の生

産拡大を図るとともに、地域資源を活かした農業の６次産業化に取り組みます。また、

地域農業の核となる担い手を育成するため、農業公社や新たに発足したＪＡ出資型法人

等を支援します。 

 畜産業分野では、嶺北地域の「土佐あかうし」の生産拡大とブランドの定着を図るた

めに、生産体制の核となる放牧場や畜舎整備などを行い、「土佐あかうし」の繁殖から枝

肉生産及び販売まで行う体制を構築し、県内外に販売・情報発信していきます。また、

大川村で取り組んでいる「土佐はちきん地鶏」の生産の安定と販売の拡大のために飼養

管理技術の向上や加工品開発を行うとともに大川黒牛の増頭を図り、「土佐はちきん地

鶏」と一緒に大川村の畜産物として県内外に販売・情報発信していきます。 

林業分野では、「森の工場」を中心にして事業体や担い手の育成を図り、恵まれ

た森林資源の適正な育成管理を行いながら、計画的な木材の増産に取り組みます。

また、木造住宅への部材供給及び邸別販売を促進して嶺北材の販路拡大に取り組

むとともに、大型製材工場の設置や木質バイオマスの利用拡大などにより林業・

木材産業の再生を図ります。更に、地域の豊富な特用林産物であるシキミ・サカ

キの生産や集出荷などの拠点づくりに取り組みます。 

商工業分野では、商工会等と連携して、インターネットを活用したネットビジネスの

手段を商業者に提供して、地域の商工業の育成を図ります。また、大阪府豊中市新千里

北町にある土佐産直サテライトセンター（とさ千里）を関西圏における地産外商、観光・

交流・移住等の情報発信の拠点として、多様なビジネスを展開します。 

 観光分野では、早明浦ダムや白髪山等の活用、吉野川の水源地域における豊富な地域

資源やそれらを活かして磨きあげられた観光・交流資源を、広域観光を推進する嶺北地

域観光・交流推進協議会を中心として横断的に繋ぎ、“れいほく”の魅力をグレードアッ

プさせる旅行商品を提供する取組を推進します。こうした取組により観光・交流人口の

拡大に繋げるとともに、観光ＰＲと地域産品の販売を実施するなど経済効果に繋がる取

組を行い、観光・交流における産業化を図ります。 



 

 

（３） 重点的な取組 

 

○ “れいほく”ブランドの園芸産地の確立及びユズ加工品の販売促進 

（「れいほく八菜」、「れいほく八恵」、「れいほく八花」などの振興） 

○ ＪＡ出資型法人を核とする地域活性化の取組 

  （農業経営、農作業受委託、米関連事業（米粉を含む）、 

畜産経営、担い手育成などの実施） 

○ 肉用牛産業の再興及び土佐はちきん地鶏の振興による畜産業の展開 

（「土佐あか牛」、「大川黒牛」、「土佐はちきん地鶏」の振興） 

○ 嶺北材の増産及び販路拡大 

（間伐の推進、れいほくスケルトン（嶺北材の邸別販売）の促進） 

○ 大型製材工場の設置 

○ 地産外商の促進 

（土佐産直サテライトセンター（とさ千里）の活性化） 

 ○ 嶺北地域の連携による交流人口の拡大 

（広域連携による観光情報の一元化、情報発信、観光・交流ルートづくり） 

 

 

 

（４） 主要な指標及び目標 

 

項     目 実  績 目  標 

「れいほく八菜」の販売額 H22：2.2 億円 H27：1.6 億円 

「れいほく八花」の販売額 H22：1.1 億円 H27：1.1 億円 

「れいほく八恵」のユズ加工品の販売額 H22：4.6 億円 H27：6.0 億円 

米粉等の販売額 H22：0.4 億円 H27：1.5 億円 

肉用牛の販売額 H22：1.9 億円 H27：2.1 億円 

「土佐はちきん地鶏」の出荷羽数 H22：5.1 万羽 H27：10 万羽 

木材の素材生産量 H22：7.5 万㎥ H27：10 万㎥ 

れいほくスケルトン（嶺北材の邸別販売）の

出荷量 

H22：新規 H27： 900 ㎥ 

公共関連宿泊施設での宿泊者数 H22：9,687 人 H27：12,000 人 

 



（５）　具体的な取組

№

本
山
町

大
豊
町

土
佐
町

大
川
村

1 れいほくブランドの園芸産地の維持 ● ● ● ●

2 ユズ産地の確立と加工・販売の促進 ● ● ●

3 集落営農で元気な地域づくり ● ● ● ●

4 米のブランド化による稲作農業の展開 ●

5 （株）大豊ゆとりファームを核として地域資源の活用により地域産業を持続化させる取組 ●

6 JA出資型法人を核とする地域活性化の取組 ● ● ● ●

7 直販所「本山さくら市」を核とした地域活性化の取組 ●

8 土佐あかうしの競争力の確保による肉用牛産業の再興 ● ● ●

9 土佐はちきん地鶏・大川黒牛を活用した畜産業の活性化 ●

10 間伐推進と素材生産の拡大 ● ● ● ●

11 れいほくスケルトン（嶺北材の邸別販売）の促進 ● ● ● ●

12 県産材の地域における率先利用 ● ● ● ●

項目

13 木工製品の製造・販売による地域の活性化 ●

14 特用林産物（シキミ、サカキ）の拠点づくり ● ● ● ●

15 大型製材工場の設置による地域材の利用の促進 ● ● ● ●

16 木質バイオマス利用拡大の取組 ● ● ● ●

17 地域産品販売ポータルサイトによる商業展開・情報発信 ● ● ● ●

18 土佐産直サテライトセンター（とさ千里(大阪)）の活性化による地産外商の促進 ● ● ● ●

19 嶺北地域の連携による交流人口の拡大 ● ● ● ●

20 濁酒等を活用した地域資源との連携による地域の活性化 ● ●

21 白髪山・工石山を活用した交流人口拡大による地域活性化の取組 ●

22 早明浦ダムを活用した交流人口拡大による地域活性化の取組 ●

23 棚田を活用した観光・交流人口拡大による地域活性化の取組 ●

24 滞在型市民農園の推進による地域の活性化 ●

25 嶺北地域の連携による移住促進の取組 ● ● ● ●

26 小水力発電の導入による地域活性化の取組 ● ● ● ●

27 地域内高校と連携した将来の担い手育成に関する取組 ● ● ● ●

 



1、3、6、9、10、11、12、14、15、16、17、

18、19、25、26、27
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19、22、23、25、26、27

 



【嶺北地域】

総括 課題

1 れいほくブランドの園芸
産地の維持
《嶺北地域全域》

「環境」、「安全・安心」を
キーワードにした園芸品の
ブランド化を行っているが、
農業所得の向上を図るた
め、「れいほく八菜」、「れい
ほく八花」の収量・品質の向
上を図る。
また、地産地消を図るため、
直販向け野菜の生産・販売
の充実に取り組む。

・ＪＡ土佐れいほく
（園芸部会、花き部
会）
・直販生産部会土
佐町支部

　 　 　
1

　 　 　

◆「れいほく八花」の
生産拡大

　 　 　 　 　

◆直販向け野菜の安
定生産と販売の拡充

 

項目 事業の概要 事業主体
第１期計画（H21～23）の取組の総括等

主な内容

◆「れいほく八菜」の
産地の維持

「れいほく八菜」
・販売額及び生産者数の推移
◆れいほく八菜の販売額及び生
産者数は、生産者の高齢化や後
継者不足などにより年々減少し、
特に平成20年以降は著しい減少
傾向となっている。
・環境保全型農業の推進と新規有
望品目の導入(H21～23)
◆嶺北の売りである環境に優しい
農業の一層の推進と新技術の普
及、さらに新規有望品目の三色
ピーマンの導入推進を中心に実
施したことから、平成22年度の販
売額は同21年度と同額程度を維
持することができ、下げ止まりの
傾向が見られた。
・担い手確保への取り組み(H23)
◆農家数の減少傾向は続いてい
ることから、計画最終年の23年度
は、担い手の発掘・育成に向けた
新たなプロジェクトを開始し、地域
の関係機関、農業者が一丸となっ
て嶺北の園芸産地を維持していく
取り組みを推進している。

「れいほく八花」
・ノーブルを中心とした八花の高
品質・安定生産技術確立のため
の実証調査および現地巡回指導
　　　　　　　　　(H21～23)
◆花卉部会員は少数であり、高齡
化が進んでいるが、嶺北地域の冷
涼な気候を活かし、概ね一定の販
売額を保っている。
◆嶺北にしかない花であるノーブ
ルは、市場の評価を保ち、最近で
は新たな市場からの引き合いも出
てきている。
◆限られた生産者数と栽培面積
であるが、組織培養苗や病害虫
防除の徹底等の新たな取組みを
行い、高品質・安定生産技術の確
立に向けた部会活動を行うこと
で、農家の所得維持・向上につな
げることができた。
ノ ブ 球根供給シ テム

「れいほく八菜」
・農業担い手の発掘・育
成
・基幹品目の栽培確立
・八菜ブランドの充実と
販促活動の推進

「れいほく八花」
・高品質・安定栽培技術
の確立
・ブランド化による付加
価値化

「直販生産部会土佐町
支部」
・栽培講習等による生産
の安定
・販売促進活動などによ
る販売の拡充

　 　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

・ノーブルの球根供給システムの
整備(H21～23)
◆ノーブルの出荷本数も増加し、
八花の販売額も順調に増加して
目標達成確実を思われていたが
震災の影響により花き類の単価
が大幅に下落したことから、平成
２３年度末の目標達成は難しく
なった。

「直販生産部会土佐町支部」
・集荷システムの構築（21年度）
◆集荷用車両や集荷施設及など
集荷に係る設備や備品を整備し
た。
・野菜の安定生産のための簡易
雨よけレンタルハウスの設置（21
～22年度）
◆計35棟のミニレンタルハウスを
整備したことから、効果的な利活
用に向けた栽培指導が必要であ
る。



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）

「れいほく八花」の販
売額
（Ｈ19　1.1億円）
（Ｈ22　1.1億円）

1.1億円

売上額
（H22
　　　7.7千万円）

1億円

Ｈ２８以降
指標及び目標第２期計画

「れいほく八菜」の販
売額
（Ｈ19　3億円）
（Ｈ22　2.2億円）
（H22時点のH27推計
値1.1億円）

「れいほく八菜」の生
産者数
（Ｈ22延べ198人)
（H22時点のH27推計
値　71人）

研修による新規就農
者数

1.6億円

136人

8人（累計）

基幹品目への集約と生産技術の向上

有望品目への誘導と生産拡大

八花の生産技術の向上による安定生産

八花のＰＲ 販売促進活動

ノーブルの球根養成技術の確立とブランド化に向けた販売戦略の策定

「れいほく八菜」の産地の維持

「れいほく八花」の生産拡大

れいほく版ＩＳＯ、ＧＡＰの実施

高知市及び高松市の拠点販売先における販売強化

系統販売における大消費地での販売強化（大阪市場）

栽培講習等による生産の安定

直販向け野菜の安定生産と販売の拡充

長期・短期研修受入農家、農地・施設等情報などの受入体制整備及び対外ＰＲ

研修計画・就農計画作成、基本的な技術・経営研修会等の実施

新たな販売戦略の構築 新たな販売戦略の実践

嶺北内および県内でのリレー出荷による有利販売の

検討と実践

ノーブルのブランド化・販売促進活動の実践

　 　

　 　

　 　

販売促進活動などによる販売の拡充



【嶺北地域】

総括 課題
項目 事業の概要 事業主体

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
主な内容

2 ユズ産地の確立と加工・
販売の推進
《大豊町、本山町、土佐
町》

[環境」、[安全・安心」をキー
ワードにした園芸品のブラン
ド化により、農業所得の向
上を図るため、ユズのブラン
ド化に向けた取組のレベル
アップを行うとともに、ユズ
の加工・販売の促進に取り
組む。

・嶺北地域果樹（ゆ
　ず）産地協議会
・ＪＡ土佐れいほく

・衛生管理の徹底

・適正在庫の管理

・生産者価格の向上

・販売先の多角化（収益
性の向上）

◆ユズの生産拡大と
高付加価値化

　 　 　
1

　 　 　

3 集落営農で元気な地域
づくり

（嶺北地域全域）

地域農業の維持及び活性
化を支える担い手として集
落営農組織を育成するた

・集落営農組織
・集落営農組織に
準じる組織

◆集落営農の推進体
制整備及びリーダー
育成

・ユズ産地構造計画変更・作成
　　　（Ｈ21～22）
◆平成17年度に作成した計画を
加工場の新設に伴い、内容に変
更を加えた後、計画の期間が終了
したため、新たに計画を作成して
取り組みを行っている。

・ユズ加工場の建設・整備（Ｈ22）
◆旧ユズ加工場によるユズ加工
品の開発・製造と販売努力によ
り、売り上げが年々向上した。この
結果、農協加工場へのユズの出
荷量の増加に伴い、処理能力の
不足が顕著となったため、ユズ加
工場を新たに建設した。新加工場
は、搾汁ライン増設により果汁の
搾汁率や品質が向上とするととも
に、ジュースラインの製造能力と
衛生管理が強化された。新加工
場は平成23年度より本格稼働が
始まった。

・国内・海外での販促活動の強化
　　　　　　　　　（Ｈ21～23）
◆販売面では、国内・海外の展示
販売会など商談に積極的に参加
し商談を続けている。

・集落営農組織増の取組
　　　　　　　　　(H21～23)
・こうち型集落営農の推進

・集落営農をマネジメン
トできる組織内人材の
発掘及び育成　（嶺北地域全域） 落営農組織を育成するた

め、所得の確保及び向上に
つながる農業生産や拠点ビ
ジネスにつながる農産加
工、グリーンツーリズム等の
取組を推進し、組織の継続
性を確保する仕組みづくりを
行う。

準じる組織 育成

　 　 　 ◆集落営農組織等の
経営安定及び多角化

　 　 　 　 　

うち型集落営農の推進
　　　　　　　　　(H21～23)
◆集落営農組織の育成のため研
修会や集落座談会の開催により
動機づけや合意形成を図り、新た
な組織も加わり、8集落に集落営
農組織が設立されている（全集落
に占める割合4.6％）。集落営農組
織の多くは機械共同利用組織で
あり経費節減効果はあがっている
ものの所得向上や担い手育成が
課題となっている。
◆こうち型集落営農モデル育成事
業により2集落で地域営農の仕組
みづくりを図り、集落営農ビジョン
や営農計画に基づいて共同利用
機機・施設整備や園芸品目等の
導入、消費者交流などが実践され
た。また、他の集落営農組織にお
いては活動課題整理や目標設定
を行い地域ブランド米の取組など
組織活動のステップアップを進め
ている。

発掘及び育成

・関係機関と連携した組
織支援体制づくり

・集落の合意形成手法、
手順の最適化

・経費削減効果から所
得向上への展開

・地域資源(人材､農地､
機械等)を活用した組織
の行動計画作成



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）
Ｈ２８以降

指標及び目標第２期計画

ユズ加工品の販売
額
（H19 3.4億円）
（H22 4.6億円）

6億円

　 　

経営発展及び地域
貢献活動の実践組 8組織

ユズの新商品開発、商品宣伝及び販促活動、販売体制の強化

栽培管理技術の向上、担い手となる生産者の育成

ユズの生産拡大と高付加価値化

ユズ玉の品質向上

新ユズ加工施設の経営安定化、品質管理の向上

新植園の栽培指導強化

次期ユズ産地構造改革

計画の検討・策定
計画の着実な実施ユズ産地構造改革計画の着実な実施

品質向上のための施設整備の検討

貢献活動の実践組
織数
（H22：2組織）

8組織

　

　 　

集落営農の推進体制整備及びリーダー育成

集落営農組織等の経営安定及び多角化

組織活動内容(経営発展度･地域貢献度指標)の課題整理と目標設定

関係機関との情報共有､組織支援計画の作成

機械施設共同化や農作業受託体制整備など農業生産に係る地域営農の仕組みづくり

農産加工・グリーンツーリズムなど地域振興に係る地域営農の仕組みづくり

講演会や先進事例調査など研修の場づくり



【嶺北地域】

総括 課題
項目 事業の概要 事業主体

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
主な内容

4 米のブランド化による稲
作農業の展開
《本山町》

・本山町ブランド化
推進協議会
・（財）本山町農業
公社
・本山町酒づくり協
議会
・本山町

・生産者と生産量の増

・直接販売の増等による
生産者価格の向上

◆ブランド米の生産増、
販路拡大

　 　

◆ブランド米を活用した加工品開発

1

　 　 　 　

5  （株）大豊ゆとりファーム
を核として地域資源の活
用により地域産業を持続

中山間で安心して住み続け
ることができる地域を実現す
るため、伝統製法や農業の

・（株）大豊ゆとり
ファーム
・大豊町碁石茶協

◆碁石茶を中心とした
加工品ビジネスの展
開

消費者が求めるブランド力
のある米の生産により、価
格のアップを図り、後継者が
将来に展望を持つことがで
きる稲作農業を確立するた
め、良好な水田環境など地
域の特性を付加価値とする
ことや、室戸海洋深層水を
栽培過程で使用することに
よる新ブランド米「天空の
郷」の定着と加工品の開発
による発展を図る。

・本山町特産品ブランド化協議会
によるブランド化の取組（販売促
進への支援と栽培技術の徹底指
導等）
　　　　　(H21～23)
◆平成20年度に設立した本山町
ブランド化協議会では、米・食味
鑑定士協会長や有名な米販売店
の講演会が開催され、ブランド米
生産への活動の方向性が定まっ
た。
◆ブランド米の名称を、公募によ
り「土佐天空の郷」に決定した。
◆美味しい米作りのための栽培
基準を作成し、基準に基づいた栽
培技術指導の徹底により、本格的
な生産が始まった。
◆米の販売促進活動を全国展開
し、100店舗以上で米の販売が行
われた。

・産振総合補助金の導入
　　　　　(H21～23)
◆色彩選別機や米選機等の導入
により、高品質な商品として出荷
できる体制が整った。

・コンクールへの出品
　　　　　(H21～23)
◆お米のコンクール（お米日本一
コンテストｉｎしずおか）で優勝し、
ブランド米としての知名度があ
がった。

・遊休農地を活用したビジネスの
展開（Ｈ21～23）

・碁石茶の加工品開発
・碁石茶の茶葉や加工
品の販路拡大用により地域産業を持続

化させる取組

《大豊町》

るため、伝統製法や農業の
６次産業化・環境問題など
時代に即した切り口により、
農業を中心とした地域産業
を持続化させるために、拠
点型ビジネスを展開する。

大豊町碁石茶協
同組合
・大豊町

開

　 　 　

◆新たな付加価値を
持つ地域産品の販路
拡大

　 　 　

◆農地借り入れや作
業受託による農地保
全の推進

・野菜等の地産地消ビジネスの展
開（H21～23）

・加工品づくりビジネスの展開
（H21～23）

・ふるさと支援ビジネスの展開
（H21～23）

◆碁石茶について、一時期は大
手取引先と契約し順調に販売でき
てたが、現時点では過年産の在
庫をもつ状況となっている。新たな
販路の確保やカートカンなど新商
品の開発・販売を行っているが、
同時に経営戦略の再構築を行う
必要があり、23年度末に中期事業
計画の策定を行うこととしている。
　農作業の受委託、集荷システム
の取り組みについては、地域の過
疎化・高齢化が進む中で、耕作放
棄地の縮減など地域への貢献が
高い取り組みである。新たな付加
価値を持つ地域商品の開発など
を通じて、取り組みの継続発展が
求められている。

品の販路拡大
・地域産品の付加価値
向上と販路拡大
・耕作放棄地対策の推
進
・各事業主体の経営戦
略の構築



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）
Ｈ２８以降

指標及び目標第２期計画

ブランド米の販売額
（Ｈ20 417万円）
（Ｈ22 3,120万円） 1億円

　 　

碁石茶関連商品の
総販売額
（H19 0 1億円） 0 5億円

ブランド米の生産増、販売拡大

美味しい米づくりの栽培法の検証

消費者との交流等による産地のファン作り

ブランド米の生産増、販路拡大

新たな商品開発（ブランド米中米を活用した焼酎生産

と施設整備

ブランド米中米を活用した焼酎の販売促進活動

ブランド米中米を活用したその他の加工品の開発と販売促進活動

ブランド米を活用した加工品開発

（H19　0.1億円）
（H22  0.2億円）

　0.5億円

　 　

　 　

碁石茶を中心とした加工品ビジネスの展開

中期事業計画の実践（商品開発、ＰＲ活動、販路拡大、販売推進体制確立）

次期中期事業計画の実践

農地借り入れや作業受託による農地保全の推進

耕作放棄地の縮減を目指した、農地借り入れや農作業受託作業の拡大

大豊町の風土に適し比較的低労力で生産可能な農作物（茶・柚子・山菜・薬草など）の生産普及活動

新たな付加価値を持つ地域産品の販路拡大

クールベジタブル（独自のカーボンオフセット制度）など、新たな付加価値がついた商品の開発、生産、販売、ＰＲ活動

クールベジタブルの仕組

みのPR活動

高知大学：新需要創造碁石茶協議会による産学官連携の取り組み

次期中期事業計画の策定

町内で生産された少量農産物の換金手段確保（集荷体制の見直しや直販店経営の維持）

クールベジタブルの仕組

みの普及活動



【嶺北地域】

総括 課題
項目 事業の概要 事業主体

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
主な内容

6 ＪＡ出資型法人を核とす
る地域活性化の取組

《嶺北地域全域》

・ＪＡ土佐れいほく
・(株)れいほく未来
・米米ハート

・経営の安定化

・地域農業への貢献

◆人材育成（社員教
育等）

　 　 ・米粉の高付加価値化
・販路拡大

◆農業経営事業（園
芸、水稲）

◆米関連事業（ＪＡか
ら直轄：ﾗｲｽｾﾝﾀｰ、搗
精、米粉、育苗）

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

農業者の減少に伴う農業生
産の維持や担い手の確保、
耕作放棄地の解消などの課
題解決を図り農業所得の向
上と就業機会を創出するた
め、新たな担い手としてのＪ
Ａ出資型法人が農作業受託
や遊休農地等を活用した農
業経営、就農希望者の研修
事業などを実施する。
米粉に関しては、米粉の製
造・販売や米粉加工商品の
開発・販売、関西圏をター
ゲットにした、安心・安全な
食の提供による地産外商な
ど、米粉を活用したビジネス
を展開し、新たな雇用の創
造につなげる。

・ＪＡ出資法人（株）れいほく未来
の設立に向けた取組（H22～23）
◆（株）れいほく未来が、平成23年
4月に設立され、事業が開始され
た。
　同社は、農作業の受委託による
耕作放棄地の防止や農業担い手
の育成などを行うこととしており、
地域農業の新たな担い手として大
きな役割を担っている。

・米粉ビジネスの展開（Ｈ21～23）
◆米粉製粉工場の稼動、米粉パ
ン工房のオープン等により米粉ビ
ジネスも徐々に軌道にのりつつあ
る。23年度末の目標達成には及
ばないものの販売額も増加し、地
域内の雇用も増加した。大阪の米
販売業者とのマッチングにより、
米、米粉商品の販売について今
後さらに販売拡大が見込まれる。
米粉商品も新たに開発されてお
り、米粉の里構想の推進により米
粉のさらなる利用拡大に向けた取
り組みが期待される。

◆農作業受託

◆担い手育成研修事
業

◆畜産経営事業



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）
Ｈ２８以降

指標及び目標第２期計画

農業経営事業（園
芸）売上高
新規就農者数
雇用数

1500万円

3人（累計）
2人（累計）

米粉等の販売額
(H21 4,300万円）
(H22 5,199万円）

　

1.6億円
　　4,000万円
　　（米粉等）
　　5,000万円
　　（米粉パン等）
　　7,000万円
　（ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ米等）

　 　

　 　

　 　

機械整備、栽培品目検討

人材育成

農業経営事業

米関連事業（米粉を除く）

労務管理、各事業収支の

把握

経営規模の拡大、栽培品目、販売状況の検討

米等販売戦略、買い取り価格見直し

栽培技術の習得、研修施設整備の検討 資産運用、導入事業検討

米粉の里構想の推進

各施設の機械操作等技術習得、米等販売戦略構築、

地域への直轄事業の説明

ブランド米の生産拡大

米粉用米の生産拡大

米粉の商品開発 米粉の販売強化（ＩＮＴ販売、海外への試験販売等）

消費者との交流促進活動の展開

米・米粉の販売促進活動

ブランド米粉への移行

米粉パンの商品開発

多店舗展開の取組 米米ハート法人化に向けた検討販売チャンネルの開拓

米関連事業（米粉）

受託、機械整備検

討

大豊施設研修生受入

準備
就農支援、研修計画見直し、研修生募集

受託、 機械類技術習得・研

修

農作業受託事業

畜産経営事業

受託状況把握、受託料金等見直し

（Ｎｏ８の取り組みによる）

担い手育成研修事業



【嶺北地域】

総括 課題
項目 事業の概要 事業主体

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
主な内容

7 直販所「本山さくら市」を
核とした地域活性化の
取組
《本山町》

・本山さくら市運営
委員会
・(財)本山町農業
公社
・本山町

◆商品の充実

◆積極的な情報発信

　 　 　 　 　

◆人材の育成

　 　 　 　 　 　

過疎化・高齢化の進行する
嶺北地域の重要な食材供
給拠点施設として、地域内
外の集客力をより高めて販
売額の向上を図り、地域を
巻き込みながら、生産者の
所得向上と活力ある地域づ
くりを目指す。

8 土佐あかうしの競争力
の確保による肉用牛産
業の再興

《本山町、土佐町、大豊
町》

土佐あかうしの産地を守り、
地域の畜産振興を図るた
め、飼養者の競争力を確保
するとともに、土佐あかうし
の生産基地化を図る。ま
た、繁殖・肥育の一貫経営
を行い、生産と食肉加工か
ら販売に至る畜産の６次産
業化に向けた取り組みを進
める。

・JA土佐れいほく
・(株)れいほく未来
・飼養者
・本山町
・大豊町
・土佐町

・放牧場用地の選定（H21～23)
・簡易放牧場の設置(H22)
◆放牧場の適地が確保できな
かったことから、土佐あかうしの増
頭や新たな雇用につながらなかっ
た。一方、嶺北地域では、土佐あ
かうしの増頭や施設整備の計画
があり、その計画との関連性が見
いだせれば、土佐あかうしによる
地域の畜産振興の可能性があ
る。

・放牧地や畜舎等(付帯
施設）の土地の確保
・畜産農家の減少による
牧場整備後の運営

◆飼養者の競争力を
確保するための取組

◆生産基地の整備と６
次産業化に向けた取
組



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）
Ｈ２８以降

指標及び目標第２期計画

販売額
（H22　1.39億円） 1.8億円

　 　

　 　

　 　

商品の充実

栽培講習会（果物・野菜）・現地圃場研修の開催、種苗配布

集荷体制の検討 集荷の試行・実施

オリジナル加工品の検討 オリジナル加工品の開発・販売促進活動

施設・設備の整備の検討・導入

積極的な情報発信

商品情報の充実

（レシピ・ＰＯＰ等の整備）
商品情報の発信

販売促進活動・情報発信活動（広告やチラシの配布、催事の開催、消費者との交流活動等）

人材の育成

定期的な運営委員会の開催（運営体制、企画、事業展開等）

新規会員の開拓（生産者への呼びかけ・ＰＲ、研修会の開催等）

褐毛販売額
（H19：2億円）
(H22：1.9億円)

2.1億円

生産基地の整備と６次産業化に向けた取組

飼養者の競争力を確保するための取組

担い手の確保・育成（研修生の受け入れ）

公営放牧場の用地の確保 牧場の整備 管理畜舎の整備 放牧の開始

牛肉の加工品の開発・商品化

肥育畜舎及び付帯施設の整備 繁殖畜舎の整備 食肉加工施設の整備

食肉の販路開拓



【嶺北地域】

総括 課題
項目 事業の概要 事業主体

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
主な内容

9 大川村の基幹産業である畜
産の振興により地域の活性
化を図り、雇用の確保、所
得の向上につなげる。

・（株）むらびと本舗
・大川村

10 間伐の推進と素材生産
の拡大

《嶺北地域全域》

嶺北地域の豊かな森林資
源を活かし、生産者の経営
の安定化を図るとともに、地
域に計画されている大型製
材工場への木材の安定供
給に寄与するため、木材の
増産に取り組む。

・森林所有者
・森林組合
・素材生産事業体
・自伐林家

・森の工場の拡大

・間伐、作業道開設の確
実な実施

・事業体の育成

・担い手の育成確保

◆間伐の推進、木材
増産

　 　 　 　

土佐はちきん地鶏・大川
黒牛を活用した畜産業
の活性化

《大川村》

＜大川黒牛＞
・繁殖雌牛の保留・更新
　　　　(H21～23)
・新たな事業主体による事業継続
　　　　(H23～)
◆　平成21～22年度に大川村の
支援を受けて繁殖雌牛の更新(若
返り）を一部行ったが増頭や新た
な雇用には至っていない。また、
大川村和牛生産組合は平成23年
3月末で解散し、4月より(株)むら
びと本舗が経営と生産を引き継ぎ
雇用を維持したが、肉用牛事業に
ついては、増頭も含めた経営の安
定化に努める必要がある。

＜土佐はちきん地鶏＞
・生産施設の整備(H21～23)
・販売促進活動(H21～23)
◆10万羽の生産施設の整備は22
年度に完了し、新たな雇用が生ま
れるなどの効果が生まれている。
一方、施設整備や施設の改築を
行いつつ短期間に生産羽数を伸
ばしたことなどから、職員の飼養
管理技術が追随できず育成率、
飼料効率等が低下し収益を下げ
ている。

＜大川黒牛＞
・繁殖雌牛の更新(若返
り）
・繁殖雌牛の増頭(外部
導入や更新頭数の増）

＜土佐はちきん地鶏＞
・飼養管理技術の習得
・出荷体制の改善
・生産原価の上昇

＜大川黒牛＞
◆更新牛の増頭
　繁殖雌牛の導入

＜土佐はちきん地鶏
＞
◆飼養管理技術の向
上及び食鳥処理施設
の整備

・森の工場の推進（Ｈ21～23）
・林業事業体の育成（Ｈ21～23）
・林業の担い手の育成確保
　　　　　　　　　　　（Ｈ21～23）
・放置林の解消（Ｈ21～23）
◆林業の担い手の減少や木材価
格の低迷などにより平成23年度
末の目標に達しなかったが、森の
工場に新たな事業体の参入があ
り、森林整備の更なる推進が期待
できる。

11 れいほくスケルトン(嶺北
材の邸別販売)の促進

《嶺北地域全域》

れいほくスケルトン(嶺北材
の邸別販売）の促進に向け
た取り組みにより、嶺北材
の販路拡大を図る。

・土佐産商（株）
・吉野川リビング
（協）
・土佐町

・邸別販売のコンセプ
ト、ルールの見直し

・新組織の設立

・品質管理のチェック体
制

◆品質管理の体制づ
くり

　 　 　 　

◆普及・啓発

12 県産材の地域における
率先利用

《嶺北地域全域》

地域内で生産された木材や
製材品は、大部分が県外へ
出荷されていることから、地
域内で率先的に利用するこ
とにより、地産地消を推進す
る。

・民間事業者
・本山町
・大豊町
・土佐町
・大川村

・地域内での消費拡大に向けた取
り組み（Ｈ21～23）
◆学校等への机・椅子の木製化
への取り組みや、Ｈ22年度には大
川村役場の木造化、Ｈ23年度に
は土佐町役場の木造化、各町村
での公共的な施設における木造
化や木製品の積極的な導入が進
んでいる。

・公共施設の木造化や
木質化、木製品の活用

◆地域内での消費拡
大に向けた取り組み

・企画・品質管理（Ｈ21～23）
・販売先との連携（Ｈ21～23）
・ＰＲ活動（Ｈ21～23）
◆見学会・セミナー等による普及・
ＰＲ活動、モデル住宅の建設によ
る目に見える形での「れいほくス
ケルトン」の良さのＰＲに取り組
み、また、関東方面への本格的な
販売に取り組んでいたが、中心的
な取り組みを行ってきた企業の経
営破綻により、平成23年度に「嶺
北材ブランド化協議会」は解散し
た。その後、地域内の関係者で協
議を重ね、新たな組織で連携を図
りながら、邸別販売を模索するこ
ととなった。



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）
Ｈ２８以降

指標及び目標第２期計画

素材生産量
（H19：76,404m3）
（H21：95,733m3）

100,000m3

　 　

黒牛の販売額
（H19：7.0千万円）
（H22：6.5千万円）

出荷羽数
(H19：1万羽）
(H22：5.1万羽）

8.2千万円

10万羽

食鳥処理・加工施設の検討

＜大川黒牛＞更新牛の増頭、繁殖雌牛の外部導入

繁殖雌牛の自家更新・外部導入（４５頭(H23)→７５頭（(H27))

＜土佐はちきん地鶏＞飼養管理技術の向上及び食鳥処理施設の整

飼養管理技術の向上（先進事例の視察、研修会の実施等）

食鳥処理・加工施設の整備

はちきん地鶏の販路開拓、加工品の開発・販路開拓

中期事業計画の実践（経営改善、体制改善、販路拡大等）

次期中期事業計画の策定 次期中期事業計画の実践

村内農家への普及と飼育開始

間伐の推進、木材増産

森の工場の推進、林業事業体の育成、林業の担い手の育成確保、原木の増産体制・流通体制の強化

原木の増産体制・流通体制の強化原木市場の整備

木材の出荷量 900m3

　 　

町村発注工事の
木材利用量
（H19：31m3）
（H21：17m3）

24m3

邸別販売のコンセプト、ルールの見直し

品質管理の体制づくり

品質管理の構築

販路の構築、工務店（設計士）との信頼関係の構築

品質管理の徹底

販路の強化、工務店（設計士）との信頼関係の強化

公共施設及び公共事業等での県産材の利用拡大

地域内での消費拡大に向けた取り組み

普及・啓発



【嶺北地域】

総括 課題
項目 事業の概要 事業主体

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
主な内容

13 木工製品の製造・販売
による地域の活性化

《本山町》

人に優しい木工製品の企
画・製造・販売を促進し、嶺
北産材の良さや手づくりの
良さのＰＲにより、地域の新
たな特色のある取り組みに
育て、地域の活性化に結び
つける。

・ばうむ合同会社
・本山町

・販路の拡大及び効果
的なＰＲ活動の展開

◆販路の拡大、ＰＲ活
動の展開

　 　 　 　

14 特用林産物（シキミ、サ
カキ）の拠点づくり

《嶺北地域全域》

小規模・分散化している生
産者を集約し、地域内の豊
富な特用林産物（シキミ、サ
カキ）を収益につなげるた
め、地区単位での生産体制
と集出荷体制の整備による
拠点づくりを行う。

・生産者
・（財）本山町農業
公社
・土佐町森林組合

・栽培管理等の研修（Ｈ21～23）
◆栽培管理や束ね技術（出荷規
格）の研修を通じて、生産者の技
術が向上した。

・共同出荷の開始（Ｈ23）
◆（財）本山町農業公社を通じ、花
卉市場や直販店への共同集出荷
を開始した。

・生産者の集約化

・栽培管理、束ね技術
（出荷規格）の向上

◆地域単位での生産
体制と集出荷体制の
整備による拠点づくり

　 　 　 　 　 　

15 大型製材工場の設置に
よる地域材の利用の促
進

大型製材工場の誘致により
地域材の利用を促進し、林
業従事者の増加や所得の

・（仮称）高知おお
とよ製材（株）
・大豊町

・大型製材工場の設置

・原木の供給体制づくり

◆大型製材工場の設
置

・企画・製造・販売の促進
　　　　　　　　　　　　（Ｈ21～23）
◆机・椅子の販売数の目標値に
は達しないが、消費者ニーズに合
わせた規格変更を行った。また、
それ以外の商品開発（もくレース、
各種ノベルティーグッズなど）も行
い、売り上げを伸ばした。

・大型製材工場の誘致
　　　　　　　　　　　　（Ｈ21～23）
◆具体的な誘致先企業と誘致交進

《嶺北地域全域》

業従事者の増加や所得の
向上、事業体による雇用の
促進へとつなげる。

大豊町 原木の供給体制 くり

　 　 　 　
◆原木の供給体制づ
くり

16 木質バイオマス利用拡
大の取組

《嶺北地域全域》

木質バイオマスの利用拡大
と林業の活性化を図る。

・民間事業者
・本山町
・大豊町
・土佐町
・大川村

・原木（Ｃ材）の安定供
給体制の構築

◆原木（Ｃ材）の安定
供給

　 　 　
・木質バイオマスの利用
拡大

◆木質バイオマス発
電施設等の導入検討

◆具体的な誘致先企業と誘致交
渉の結果、Ｈ23年9月に大豊町へ
の進出協定の締結が実現した。

・加工施設の設置・事業展開
　　　　　　　　　　　　（Ｈ23）
・木質バイオマスボイラー等の導
入設置（Ｈ22～23）
◆木質バイオマス利用施設の導
入により、木質資源の利活用が促
進された。また、工場残材の有効
利用により、燃料コスト削減が成
果として見え始めている。



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）
Ｈ２８以降

指標及び目標第２期計画

木工製品全般の
売上金額
（H19：　－　）
（H23：
　　　2.5千万円）

5千万円

　 　

販売数量
（H19：　 －　　）
（H23：604kg）

10,820kg

　 　

製材品の生産量 55,000m3

販路の拡大、ＰＲ活動の展開

地域単位での生産体制と集出荷体制の整備による拠点づくり

生産・集荷・出荷体制の検討・構築

地域内の就労体制の調整、栽培管理・出荷規格に係る技術指導

集荷・出荷施設の整備

生産・集荷・出荷体制の

定着

関東圏の営業拠点の設置 販路拡大・ＰＲ活動実施（関東圏）木レース等雑貨・内装部材等

品質確保・生産拡大・安定供給に向けた体制づくり

事務用品・内装材の開発

販路拡大（高知県内・四国内）学習机等

家具等の商品充実に向けた取り組み

新たな顧客の掘り起こしの為に木材の普及活動の実施（環境教育セミナー・木工教室・森林ツアーの実施）

チップ材の取扱量 2,500t

　 　

施設整備

大型製材工場の設置

原木の供給体制づくり

操業開始

（Ｎｏ１０の取り組みによる）

フル生産 健全運営

土佐町森林資源活用検討協議会による事業展開の検討、仕組みづくり

原木（Ｃ材）の安定供給

林地残材等の活用に向けた「木の駅プロジェクト」等に

よる仕組みづくり （本山町、土佐町、大川村）
林地残材等の活用に向けた「木の駅プロジェクト」等による実践活動

（本山町、土佐町、大川村）

木質バイオマス発電施設等の導入検討

木質バイオマス発電施設等の導入に向けた調査・検討 （大豊町）



【嶺北地域】

総括 課題
項目 事業の概要 事業主体

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
主な内容

17 地域産品販売ポータル
サイトによる商業展開・
情報発信

《嶺北地域全域》

　地域産品を販売するポー
タルサイトを定着・発展させ
て、ネットビジネスの手段を
持たない地域の商業者の所
得の向上を図るとともに、地
域の情報発信を行う。

・(株)れいほく未来
・ポータルサイト利
用事業者

・販売手数料等の運営
体制の整備・見直し

・販売量増に向けた多
面的な取り組み

◆ポータルサイトの定
着・広報・販売促進

　 　 　 　 　

18 土佐産直サテライトセン
ター（とさ千里(大阪)）の
活性化による地産外商

土佐産直サテライトセンター
（とさ千里）を関西圏におけ
るアンテナショップとして、米

・㈱とさ千里
・ＪＡ土佐れいほく
・土佐町

・経営改善
・顧客の回復及び新規
顧客の開拓

◆「とさ千里」を拠点と
した地域内産品や県
産品の販売拡大によ

・ポータルサイト「土佐さめうらｅ商
店街」の開設（H21）
・セット商品（ギフト用等）の開発掲
載（H22～23）
・周知・ＰＲ活動（H21～23）

◆地域雇用創造実現事業を活用
して土佐町雇用創造協議会が主
体となり、ポータルサイトを平成21
年10月に開設し、情報ツールを持
たない商業者の商品を掲載し事
業展開を図ってきた。セット商品の
開発やチラシ等によるPR活動を
行ってきたが、アクセス数、販売
数が伸びていない現状である。
　土佐町の地域雇用創造実現事
業が22年度で終了したことから、
23年4月から、（株）れいほく未来
が事業を引き継いでいるが、新た
なセット商品の開発等の魅力ある
商品掲載による販売増が課題と
なっている。

・総合補助金の導入による米粉パ
ン工房等の整備(H22)
・野菜供給システムの再構築活性化による地産外商

の促進

《嶺北地域全域》

るアンテナショップとして、米
粉を活用したビジネスの展
開や、「れいほく八菜」をはじ
めとする嶺北地域や高知県
の産品を取り扱う地産外商
の拠点となるように取組を
進める。
あわせて、交流人口の拡大
に向けた情報を発信する。

土佐町 顧客の開拓
・野菜供給システムの構
築

産品の販売拡大によ
る地産外商の推進及
び観光・交流等の情
報発信

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

野菜供給システムの再構築
（H23)
◆H22.9にリニューアルオープン
し、産直店として嶺北地域の産品
を中心に、県産品の販売を行い、
地産外商の拠点として活動してい
る。同店では、嶺北地域を中心と
した野菜を主力商品として販売す
るとともに、米粉パンの製造販売
を開始している。
　リニューアルオープンしたものの
近隣には量販店が複数存在し、
競争が激しいエリアでもあり、以
前の顧客が回帰しておらず、販売
額が伸び悩んでいる。嶺北地域の
野菜がスムーズに供給できるよう
関係機関（ＪＡ、土佐町等）で新た
なシステムを構築するとともに催
事等を多く開催してＰＲ活動を展
開中である。また、新商品の情報
について「まるごと高知」、「てんこ
す」から県を通じて情報提供を受
けるなど日々、販売拡大に向けた
取り組みを行っている。



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）
Ｈ２８以降

指標及び目標第２期計画

年間アクセス数
　(H22：4.6千件) 1万件

　 　

土佐産直サテライト
センター（とさ千里）
の販売額

ポータルサイトの定着・広報・販売促進

運営体制の検証・見直し

掲載商品の掘り起こし 掲載商品（セット商品を含む）の検証・改善

広報及び販売促進活動の展開

サイトの定着（随時、運営体制の検証・改善）

の販売額
（H19　0.8億円）
（H22　0.8億円）

1.2億円

　 　

　 　

「とさ千里」を拠点とした地域内産品や県産品の販売拡大による地産外商の推進及び観光・交流等の情報発信

「れいほく八菜」、「米粉」関係商品など地域内産品及び県内市町村・団体（地域外）との連携による県産品の販売拡大

顧客増の取組（催事開催、ＰＲの展開）

「まるごと高知」等のアンテナショップ等との連携による商品情報の共有による販売促進

中期経営改善計画の実践（経営改善、顧客拡大、販路拡大等）

次期、中期経営改善計画

の検討・策定
次期、中期経営改善計画の実践

サテライトセンター機能

の充実・強化及び仕組

づくり

・安全・安心の商品等の

情報発信

・消費者と生産者の交流

・観光・交流ツアー

・移住窓口、移住相談会

充実・強化した機能（情報発信・観光・交流・移住等）の本格実施・検証・改善



【嶺北地域】

総括 課題
項目 事業の概要 事業主体

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
主な内容

19 嶺北地域の連携による
交流人口の拡大

《嶺北地域全域》

観光を軸として、吉野川の
水源地域における豊富な地
域資源や特色のある取組な
どを横断的につなぐ場と仕
組みをつくることにより、「れ
いほく」の魅力をグレード
アップさせるとともに、一元
的な情報発信により、交流
人口の拡大を目指す。

・嶺北地域観光・交
流推進協議会

・嶺北4町村の連携によ
る事業の展開
・コーディネートする組
織（人）の発掘

◆観光客誘致事業

　 　 　 　

◆旅行商品化事業

　 　 　 　

◆人材育成事業

　 　 　 　 　
◆企画調整事業

・嶺北地域観光・交流推進協議会
の設立（H21)
・観光・交流パンフレット「逢える」
の製作・PR活動への活用
　　　　　（H22～23)
・観光ガイド研修、モニターツアー
等の実施(H23)

◆嶺北地域の観光・交流の推進
には、４町村の連携した取り組み
が効果的であるという各町村の認
識から、広域パンフレットの作成な
どの具体的な事業を進めることと
併せて、推進母体の必要性につ
いて議論を進め、22年10月に嶺北
地域観光・交流協議会の立ち上げ
に至った。
　現在、共同事業（ガイド研修、Ｐ
Ｒ活動等）を実施することにより連
携した活動を行っているが、取り
組み始めたばかりであり、今後
も、継続した取り組みが必要であ
る。また、協議会では、コーディ
ネートする組織（人）の発掘も大き
な課題となっており、共同事業を
実施する中で見出していく必要が
ある。

20 濁酒等を活用した地域
資源との連携による地
域の活性化

≪大豊町、本山町≫

　地域の特産品となる濁酒
等の製造・販売と地域の観
光資源との連携によって、
交流人口の拡大を図り、地
域の活性化につなげる。

・生産者
・大豊町濁酒協議
会
・本山町濁酒協議
会（予定）

◆濁酒等を活用した
地域活性化の取組

　 　 　 　

・競合による相互の活性
効果を狙った生産農家
の拡充
・交流施策と連携した加
工品開発や販促・PR活
動の充実

・濁酒製造免許取得（H22～23)
　H22.5 大豊町で濁酒製造を開始
　H23.4 本山町で濁酒製造を開始

◆2町でそれぞれの取り組みが始
まり、大豊町では地元新聞に取り
上げられたこともあって、初年度
の生産量は計画を上回ることがで
きた。
一方、競合となる生産者が県内で
増加傾向にあり、地域活性化の一
つのツールとして、うまく生かして
いく仕組みを構築していく必要が
ある。



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）
Ｈ２８以降

指標及び目標第２期計画

公共関連宿泊施設
での宿泊者数
(H19：8,975人）
(H22：9,687人)

12,000人

新たに旅行商品とな
る体験メニュー数

5件　（累計）

　 　

　 　

観光客誘致事業

地域情報の収集・発信

・ターゲット地域の旅行会社に対する販売促進活動、

・地域産品の販売イベント等との共催による量販店や街頭での観光ＰＲ

・旅行会社とタイアップした旅行商品の販売促進活動や県外企業に対する企業研修及びＣＳＲ活動、福利厚生事業

用プラン（体験プログラム）のセールス

・資源の発掘と磨き上げ

市町村や観光関係団体、実施団体と連携し、新たな観光資源の発掘や作り込み、磨き上げ（一般旅行、教育旅

行、企業研修向け観光素材）

・商品造成

ターゲット別、テーマ別など周遊ツアーの造成（一般旅行、教育旅行、企業研修向けツアー、スポーツ合宿 等

旅行商品化事業

体験プログラム品質向上への支援

地域観光を牽引するリーダー、体験プログラムのインス

トラクターのレベルアップのための研修会等の実施

人材育成事業

観光産業化方針、中長期計画の策定

企画調整事業

法人化の検討

地域情報の充実と効果的な情報発信

観光資源・旅行商品の販

売促進戦略の検討・実施

資源の発掘・磨き上げ及

び商品造成の検討・実施

稼業体験や生活体験実

施者の組織化

地域観光を牽引するリーダー、体験プログラムのインストラクターによる実践・改善

法人化 法人による事業展開

生産者数
（H22　1人）

5人

　 　

広域観光推進に関する町村、関係団体、県等との協議

濁酒等を活用した地域活性化の取組

新規取組者の発掘、既存免許取得者や新規取り組み

者の事業継続に向けた周りの協力体制の構築

地域の特産となる濁酒を使った加工品の開発及び販売

観光イベントや体験交流

施設と連携したPR・販売

の機会づくり

生産者等が連携した販促活動等の展開

観光イベントや体験交流施設での濁酒のPR・販売の展開



【嶺北地域】

総括 課題
項目 事業の概要 事業主体

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
主な内容

21 白髪山、工石山を活用し
た交流人口の拡大によ
る地域活性化の取組

≪本山町≫

白髪山、工石山（奥工石）の
有する豊かな自然、貴重な
地質や森林資源などを活か
した取組や嶺北地域の他の
資源との連携も視野に入れ
た取組を進め、交流人口の
拡大を目指す。

・本山町白髪山・工
石山保全活用推進
協議会
・本山町

・取組内容の構築
・ガイドの養成
・ツアーの受け入れ体制
の確立
・歩道などのハード整備

◆受け入れ体制の整
備（ハード）

◆受け入れ体制の整
備（ソフト）

　 　 　 　

◆ツアー開催

　 　 　 　 　 　

22 早明浦ダムを活用した
交流人口の拡大による
地域活性化の取組
《土佐町》

・民間事業者（早明
浦湖面利用者協議
会）等
・土佐町

・事業推進母体の構築

・取組内容の構築

・宿泊施設や湖面利用
設備などハード面の整
備

・湖面を利用するための
許認可等（河川法等）

◆さめうら湖活用検討
委員会：早明浦湖を核
とした交流人口の拡
大及び環境整備（さめ
うら荘の改修等）につ
いて検討

　 　 　

・地元団体との協議(H22～23)
・本山町白髪山・工石山保全活用
推進協議会の設立と事業計画の
策定(H23)
◆　取組を推進する関係者・機関
により、案内ルートの整備、ガイド
の養成研修、現地調査などを行う
など活用に向けた協議が開始さ
れた。当初の計画からは遅れた
が、平成23年11月に推進母体とな
る本山町白髪山・工石山保全活
用推進協議会が設立され、推進
体制が整った。

　早明浦ダムでの釣大会の
開催、遊覧船・ウォータース
ポーツなど湖面を活用した
レジャープラン等の実施、ま
た嶺北地域内の他資源とも
連携して取り組む等、早明
浦ダムを核とした交流人口
の拡大を目指す。また、Ｈ23
年度に組織した「さめうら湖
の利用に関する検討委員
会」の検討を踏まえ、宿泊施
設等、湖面一帯の整備を図
る。

・モニターツアーの実施（Ｈ22～
23）
・釣り大会の開催（Ｈ22～23）
・ＰＲ活動
・研修会等への参加
◆地域雇用創造実現事業を活用
して土佐町雇用創造協議会が主
体となり、関係機関で協議を行うと
ともに、湖面の活用に関する実験
事業（各種モニターツアー）を展開
してきた。
　22年度に同事業は終了したが、
土佐町では土佐町雇用創造協議
会により引き続き湖面活用の取組
の検討を行っており、その取組の

　 　 　 　 　 　◆早明浦ダムを活用
した交流人口拡大の
取組

　 　 　 　 　 　

の検討を行っており、その取組の
中で、関係機関と調整しながら具
体的な推進母体や事業内容を見
出していくこととしている。
　水資源機構の基本的な方向性
も確認できたため、その方向性に
沿った検討を開始した。



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）
Ｈ２８以降

指標及び目標第２期計画

ツアー参加者 200人

　 　

　 　

さめうら荘利用者（宿
泊・レストラン）数
（H22：2万人）

2.5万人

　 　

現地調査

ガイド育成

企画、開発
内容の見直し、新たなコースの開発

ツアーの開催

モニターツアー、エージェ

ント提携ツアーの開催な

どのＰＲ活動

受け入れ体制の整備（ハード）

歩道・ベンチ等の整備、案内板の設置 歩道や案内板の補修

ツアーの開催

受け入れ体制の整備（ソフト）

登山ルートマップの作成

検討委員会による事業内容の検討・選定

試行事業の実施

環境整備（さめうら荘改修等）

さめうら湖活用検討委員会：早明浦湖を核とした交流人口の拡大及び環境整備（さめうら荘の改修等）について検討

検討委員会の検討を踏まえ湖面一帯の環境整備等

　 　

　 　

イベント等の継続実施、事業調査・研究

事業実施主体の検討・決定（立ち上げ）

早明浦ダムを活用した交流人口拡大の取組

事業内容の検討・選定

事業展開

早明浦湖を核とした、土佐町観光・交流資源等の一体的活用

事業展開



【嶺北地域】

総括 課題
項目 事業の概要 事業主体

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
主な内容

23 棚田を活用した観光・交
流人口拡大による地域
活性化の取組
《土佐町》

・(株)れいほく未来
・ＮＰＯ法人土佐さ
めうら観光協会
・(株)とさ千里
・土佐町

◆棚田を活用した「田
植えツアー」及び「稲
刈りツアー等の実施

◆農家民宿・農家レス
トラン等の開設及び棚
田オーナー制度の創
設に向けた検討

　 　 　 　 　
◆セラピーロードの整
備

　 　 　 　 　 　

土佐町の地域資源である
「棚田」を活用し、体験ツ
アー実施や農家民宿・農家
レストランの開設、オーナー
制度の創設等により、観光・
交流人口の拡大を図る。
併せて棚田の名所である溜
井部落の農業用水沿いの
道を「セラピーロード」として
整備し、土佐町への新たな
誘客を図る。

24 滞在型市民農園の推進
による地域の活性化

≪本山町≫

滞在型市民農園を整備し、
都市部の住民の農業や田
舎暮らしへの関心を高めて
地域への移住につなげ、産
業の活性化、雇用の創出、
交流人口の拡大、農業の担
い手づくり等による地域の
活性化を図る。

・本山町 ・滞在後の移住に向け
た支援

・地域住民などと連携し
た移住希望者の受け入
れ体制の確立

◆滞在型市民農園の
開設

◆移住者の受け入れ
の推進

　 　 　 　

・滞在型市民農園の開設準備（法
手続き、用地取得、開設に係る用
地の測量、施設設計）(H23)
・滞在型市民農園のＰＲ(H23)
◆施設整備については、用地の
取得の目途は立ったものの、法手
続きについて関係機関との調整に
時間を要しており、手続きが完了
するのは平成24年2月を予定して
いる。そのため、用地造成等に
至っておらず、次年度に施設整備
は行うこととしている。
　クラインガルテン活用を推進する
本山町市民農園整備促進協議会
を23年12月に設立し、詳細設計内
容の検証や地域とクラインガルテ
ン滞在者の交流事業内容の検討
を行うこととしている。



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）
Ｈ２８以降

指標及び目標第２期計画

受入活動取組団体
数

3団体

　 　

　 　

　 　

棚田を活用した「田植えツアー」及び「稲刈りツアー」等の実施

モニターツアーの実施・磨きあげ

地域の事業実施主体の見出し

体験ツアーの実施、メニューの開発及び充実化

農家民宿・農家レストラン等の開設及び棚田オーナー制度の創設に向けた検討

研修会等の開催及び先進地視察 試行的事業実施

地域における実施体制の検討

セラピーロードの整備

地域住民との話し合い

環境等の整備 事業実施主体の明確化

モニターツアーの実施・ガイド養成による資源の磨き上げ

全国団体の認証取得

セラピーロードの運用開始

事業の本格実施

事業の本格実施

セラピーロード認証に向けた環境整備等 セラピーロードを活用した観光・交流の取組

町内移住者 30人（累計）

　 　

滞在型市民農園の開設

施設整備

移住者の受け入れの推進

地域との交流事業、就業体験事業、空き家や農地の紹介

ＰＲ活動、滞在型市民農園の利用者募集、移住者の受け入れ

施設の活用



【嶺北地域】

総括 課題
項目 事業の概要 事業主体

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
主な内容

25 嶺北地域の連携による
移住促進の取組
《嶺北地域全域》

・れいほく田舎暮ら
しネットワーク
・本山町
・大豊町
・土佐町
・大川村

◆空き家の調査及び
家主等との交渉

◆移住しやすい環境
の整備（移住お試し住
宅の設置及び住宅の
補修・改修）

　 　 　 　 　 ◆ＰＲ・情報発信等

　 　 　 　 　 　

26 小水力発電の導入によ
る地域活性化の取組
《嶺北地域全域》

地球温暖化防止対策等とし
て再生可能エネルギーの利
用の関心が高まっているな

・本山町
・大豊町
・土佐町

◆小水力発電施設の
導入適地調査・検討
及び導入

　4町村が各町村内の空き
家や農地等の情報を収集し
て嶺北地域の移住に関する
情報をデータベース化し、嶺
北地域に移住しやすい環境
を整えることにより、嶺北地
域への移住・定住人口の拡
大を図る。また、観光・交流
の取組とも連携して、地域
の情報発信を行い、観光・
交流から移住に繋げる取り
組みを実施する。

《嶺北地域全域》 用の関心が高まっているな
か、地域の豊富な水資源を
活用して小水力発電を導入
することにより、再生可能エ
ネルギー取組の先進地とし
て地域の活性化を図る。

土佐町
・大川村

及び導入

27 地域内高校と連携した
将来の担い手育成に関
する取組
《嶺北地域全域》

・（株）れいほく未来
・本山町
・大豊町
・土佐町
・大川村

◆地域産業の次代の
担い手育成の取組

　地域内高校（嶺北高校）と
連携し、高校の課外活動の
中で地域産業の担い手育成
プログラムに取り組むことを
通じて、地域産業の次代の
担い手育成を進める。また、
地域と連携した特色ある高
校づくりをすすめることで、
地域に必要な学校としての
存在意義を高める。



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）
Ｈ２８以降

指標及び目標第２期計画

移住者数 100人（累計）

　 　

　 　

　 　

導入施設数 7ヵ所

空き家の調査及び家主等との交渉等

専任職員による情報収

集等

・空き家、農地の調査

・家主・地権者との交渉

・データベース化 等

移住しやすい環境の整備

お試し住宅整備検討 お試し住宅の整備

お試し住宅の運用、移住希望者への紹介

情報発信等

移住相談会・ホームページ等による情報発信、観光・交流の取り組みと連携した情報発信

移住に関する情報の更新

推進組織等の検討 推進組織等による持続した事業展開

PR・情報発信戦略の検

　 　

商品提案数 5件（累計）

　 　

小水力発電施設の導入適地調査・検討及び導入

勉強会（アドバイザーの

活用）・先進地視察等の

実施

適地調査等の実施

モデル事業の検討・実施

導入適地への小水力発電施設導入及び発生電力の活用

住民説明会の実施（普及・啓発・ＰＲ）

地域産業の次代の担い手育成の取組

外部アドバイザーの導入等による指導・アドバイス

模擬起業の取組 模擬起業の取組 模擬起業の取組 模擬起業の取組 模擬起業の取組
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